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本研究では，個人の減災行動に関する分野横断的な研究レビューを通じて，減災行動を促すための
諸方策を検討することを目的とする．なお，研究レビューに際しては，減災行動の文脈を考慮して防
護動機理論の枠組みを拡張した上で整理を行う．具体的には，社会人口統計的要因，地理的・空間的
要因，経験，信頼，コミュニケーションの視点を防護動機理論の枠組みに加える．さらに，本稿では
しばしば指摘されているリスク認知の向上が実際の減災行動に結びつかないというパラドックスに着
目し，拡張した防護動機理論の枠組みからパラドックスを解消するための諸方策を検討する．結果と
して反応コスト認知の改善がパラドックス解消に最も寄与しうることを示す． 
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１．はじめに 

 
頻発する自然災害に対し，行政のみで対策・対応を行

うことが困難であるという認識が広がる中，住民は自ら

減災対策・対応に取り組むことが求められている．政府

は減税措置（住宅耐震改修特別控除，地震保険料控除な

ど）や補助金交付（耐震診断・改修，自主防災組織設

立・活動など）災害関連情報の開示・普及（水防法の改

正, 2005; 土砂災害法の改正, 2014）などを通じて住民によ

る自発的な減災活動を促している．一方で，災害への関

心は高まりつつあるものの，必ずしも実際の減災行動に

結びついていない，という課題が指摘されている（内閣

府, 2008, 2013）．すなわち，住民の災害への関心と実際

の対策・対処行動には乖離が存在する．住民の自発的な

減災行動をさらに促進させるためには，この乖離の要因

を特定し，その乖離を埋めるための諸方策を講じていく

必要がある． 
本研究では，このような観点から，既往研究の包括的

レビューを行い，過去行われてきた研究の視点や枠組み

の整理を通じて，個人の自発的な減災行動の包括的な理

解を促すことを目的とする．その際，Rogers（1975, 

1983）によって提唱されている防護動機理論)の枠組み

に基づいて全体の整理を行う．防護動機理論は，健康リ

スクへの個人の対処行動を説明する理論として広く知ら

れており(Floyd ら, 2000)，環境リスク（戸塚, 2001）や情

報セキュリティなど多くの分野に応用されている．本稿

で対象とする災害リスクへの対処行動を分析した事例も

あり，その応用範囲は広い．勿論，過去の研究の全てが

防護動機理論に則って行われてはいないが，防護動機理

論の枠組みを拡張することにより，既往研究の大半を位

置付けることが可能である．このような認識から，本稿

では，既往研究を防護動機理論の枠組みに位置づけ，個

人の減災行動を促す要因について考察する．さらに，し

ばしば指摘されている災害リスク認知と減災行動の乖離

を埋める諸方策について考察する．分野横断的に進めら

れている減災行動分析を一つの枠組みで整理することを

通じて，研究課題を抽出し，個人の減災行動を包括的に

理解することが可能となる． 
 

２．本研究の基本的枠組み 

（１）防護動機理論の基本的枠組み 

防護動機理論は，元来，脅威アピールの効果とその生

 1 



 
起メカニズムを説明するために考案された理論であり，

脅威評価と対処評価によって防護動機が形成され，対処

行動意図及び実際の行動につながることが仮定される． 
脅威評価について，具体的には，深刻さ認知（被害の

大きさに関する認知），生起確率認知（被害の生じる確

率についての認知），外的報酬認知（不適応行動を行う

ことから得られる他者からの賞賛などに関する認知），

内的報酬認知（不適応行動を行うことによる身体的快感

や満足感に関する認知）の四つの認知的要因から形成さ

れ，それぞれ独立した要因であることが仮定される．ま

た，恐怖(fear)は対処行動意図に直接的には影響はなく，

深刻さ認知を通じて対処行動動機に間接的に影響を及ぼ

すことを仮定している（Rogers 1983, Rippetoe & Rogers, 
1987）．対処評価については，反応効果性認知（特定の

処行動を行った場合に当該の被害をどれだけ避けること

が出来るかに関する認知，反応コスト認知（対処行動を

行うことによる金銭的，精神的コストに関する認知），

自己効力感（行動を自身で実行できる自信や見通しなど

に関する認知）の三つの要因から形成され，それぞれ独

立した要因であることを仮定している．この脅威評価と

対処評価によって防護動機が形成されるとするのが防護

動機論の基本的枠組みとなる．なお，個人の減災行動に

応用するにあたって，脅威評価の内的・外的報酬認知は

考慮しない．内的・外的報酬認知について，減災行動の

文脈においては，減災行動に必要な（人的・経済的）資

源を他の活動に利用することによって得られる内的・外

的な報酬と解釈可能であるが，反応コスト認知を機会費

用（opportunity cost）の認知と解釈することにより省くこ

とが可能である．そのため，内的・外的報酬認知につい

ては脅威評価の構成要素から省くこととする．その上で， 
また，Rippetoe & Rojers (1987)は，脅威を感じているが

対処行動を取らない場合，人は非防護反応(maladaptive 
coping response)を示し，非防護反応そのものも対処行動

の動機を妨げるとしている．防護動機理論と非防護反応

の関係性については多くの研究がなされており(Rippetoe 
& Rojers, 1987; Abrahamら,1994; Orbell;1998など)，非防護反

応には，危当該の危険について考えないようにする思考

回避（avoidance）や脅威による危機の可能性を認めない

否認（denial），運命だと諦める運命諦観（fatalism），

何とかなると楽観的になる楽観視（wishful thinking)，祈

りをささげる信仰（religious faith）などが挙げられる．本

研究では，こうした非防護反応も個人の減災行動を説明

するための主要因と捉えることとする． 
最後に，脅威評価，対処評価，非防護反応によって説

明される行動及び行動意図について，防護動機理論にお

いては，これらはしばしば同一視されてきた．これは，

行動意図と実際の行動の相関が高く(Norman, 2005)，行動

意図が実際の行動を説明する最も強い予測変数であった

ことによる(Plotnikoff & Higginbottom,1998, 2002)．しかし，

行動意図と実際の行動意図の間には乖離があるという指

摘もされており(Paschal, S. 2002)，個人の減災行動の文脈

においても，例えば，避難しようと考えていた住民が必

ずしも避難行動をとっていないなど，行動意図と実際の

行動の間には乖離があることがしばしば報告されている．

そのため，本研究においては行動意図と実際の行動は区

別して捉えることとする． 
 

（２）個人の減災行動に影響する諸要因 

a) 諸要因の分類 

上記で説明した防護動機理論の構成要素である脅威評

価，対処評価，非防護反応は，個人の減災行動を説明す

る心理的要因（Psychological factors）として位置付けられ

る．その上で，個人の減災行動を説明する他の要因を既

往研究から分類を行った． 他の諸要因について，具体

的には，人口統計学的要因（Socio-demographic factors），

地理的要因（Geographic factors），経験（Experience），

信頼（Trust），コミュニケーション（Communication）の

5 つに分類した．以下では，それぞれの要因が個人の減

災に関する行動意図及び実際の行動に及ぼす影響につい

て既往研究を概観する． 
b) 社会人口統計学的要因 

社会人口統計学的要因には，性別（Heller, Alexender, 
Gatz, Knight & Rose, 2005; Lindell & Whitey, 2000; Schiff, 1977)
や年齢，子供（Darrell, M.W.ら, 2007）や高齢者の有無等

の家族構成，家屋の所有形態（Kellens ら, 2011;Grothmann
ら, 2006），教育水準（Edwards, 1993; Russell et al.,1995）, 
居住年数（Russell et al., 1995），配偶者の有無，人種，宗

教などを含む． こうした要因は，社会階層が個人の減

災行動に影響を及ぼすことを示唆する場合もあり，問題

視される場合もある．しかし，個人の減災行動との関連

性は見られなかったとする研究も多く，世界及び地域共

通の見解が得られているとは言い難い．ただし，災害の

脅威に直面した場合の避難行動について，避難行動は家

族単位で行われる場合も多く（Drabek, 1965, 1968; Heath, 
2001; 及川ら, 2000），高齢者や家族の有無など家族構成

も減災行動に重要な影響を与えうることは留意されたい．

ハリケーンからの避難行動に関する米国の調査では，ペ

ットの有無が避難行動に大きく影響を及ぼしていた点も

報告されており（Heath, 2001)，本稿では，こうした家族

特性についても減災行動に影響を与える社会人口統計学

的要因と捉えている． 
c) 地理的・空間的要因 

地理的・空間的要因について，これはハザードの空間

的分布や居住地，避難所などの減災関係施設の立地場所

に関係した要因であると捉えられたい．多くの既往研究

が，対象とする地域，対象とするハザードを絞った上で
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調査を行っているが，住民が曝されているハザードの頻

度や強度は住民毎に異なっている．例えば，Siegristら

(2006)は，郵送調査を通じて，居住地によって異なる専

門家の水害リスク評価と住民の水害リスク認知との間に

正の相関があることを示している．また，海岸からの距

離や自宅から避難所までの距離など，空間距離は個人の

避難行動を理解する上で重要である．また，住民が関心

のあるハザードやその関心の度合いも居住地によって影

響する．ハザードに関する科学的な情報と，その脅威の

深刻さや発生頻度に関する住民の認知には乖離があるが，

その乖離を埋めることは，住民の過度または過小な減災

行動を導くための重要な処方策の一つと考えられる．ま

た，複数のハザードの脅威にさらされている地区もあり，

このような地区の住民の減災行動を理解し，促進するた

めには，ハザード固有の特徴とその空間分布を考慮する

ことが必要になると考えられる． 

d) 経験 

経験について，経験が個人の減災行動に及ぼす影響に

ついては膨大な研究蓄積がある．以下では，経験を，本

人（家族含む）が直接目撃，被災した場合の直接的経験

（Direct Experience）に絞ってカテゴリー化を行う．本人

の被災経験はリスク認知を高めるとする論文は，国内外

問わず数多く見られるが，行動意図や実際の行動に結び

付くかについては見解が分かれている．災害は発生した

がそのとき個人的には被害を受けなかった住民は比較的

リスク認知が低い，とする見解は多く，Ruin ら（2007）
は，水害の文脈において過去直接水害を経験した個人は，

危険を過大評価し，未経験の個人は過小評価する傾向に

あることを示している．また，土砂災害においても経験

者は，災害発生の頻度，命の危険，恐怖を未経験者と比

較して高く認知している，とする研究結果を示している．

被災経験といっても人的被害の経験から地震や土砂災害

における家屋の倒壊被害，水害における床上浸水など，

その特徴は様々である．また，大本ら（2008）の研究で

明らかにされているように，避難訓練経験者，すなわち，

実際に避難路を歩いたことがあるという経験が実際の避

難行動を促した，とする研究結果もある．災害の特徴や

個人の被災経験の文脈の考慮は，経験が個人の減災行動

に及ぼす影響のさらなる理解を促すものと考えられる． 

e) 信頼 

信頼に関して，これは主に政府や専門家への信頼であ

り，堤防やダムなどの構造物的対策，警戒・避難情報の

発信などの情報対策の文脈で，それぞれ個人の減災行動

に影響を及ぼすことが指摘されている．構造物的対策が

リスク認知や減災行動に与える影響について，堤防やダ

ムへの信頼は，水害の発生頻度や被害の大きさを減少さ

せ，結果として個人の減災行動を阻害する，という指摘

（Whitmarsh, 2008）や堤防に守られていない住民は水害

リスクを過小評価するという指摘（Botzen,ら, 2009）も

ある．後者については，政府は住民の資産を水害から守

る責任がある，という政府に対する住民の過度の信頼に

よる．また，情報の信頼性について，例えば，片田ら

（2001）は，東海豪雨災害時の住民の避難行動に際して，

避難勧告の情報の取得の有無が避難率や避難開始タイミ

ングに大きく影響を与えていたことを指摘している．一

方，避難勧告の空振りは情報の信頼性を低下させ，オオ

カミ少年効果を生む可能性が指摘されている（Breznitz, 
1985; Dowら, 1998, Whiteheadら, 2000; 奥村ら, 2001）． 

 
図-1 防護動機理論に基づく減災行動モデル 
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表-１ 減災行動における論文レビュー（1） 

No 著者 災害 説明変数 被説明変数 5-A2-E3 備考 

1 
片田敏孝，及川康，

杉山宗意 洪水 経験，年齢，教育，ハ
ザードマップ，居地 

防災意識，減災
行動意識（平常
時，洪水時） 

5-A2-E2 
3-A2-E2 

ハザードマップを用いた減災教育によりリスク認知
向上．リスク認知が高いと非常持ち出し品を準備し
ている． 

2 
片田敏孝，及川康，

児玉真 
洪水 

経験，治水整備（ダ
ム，遊水池），信頼，
ハザードマップ 

リスク認知，避
難行動 3-E2 過去の被災経験のある住民は治水施設に依存しない 

3 大本照憲，藤見俊
夫，小場隆太 

洪水 経験，自助，共助，公
助，ハザードマップ，
情報収集手段，防災訓
練 

避難行動 5-A2-E2 
3-A2-E2 

過去に避難を経験したことのある住民ほど避難す
る．避難場所や避難経路を確認していると避難する 

4 今本博健，石垣泰
輔，大年邦雄 

洪水 経験，避難命令 避難，防災意識 4-E3 
過去の被災経験が避難行動及び防災意識の向上を促

す 

5 片田敏孝，木下猛，
金井昌信 

洪水 
経験，信頼，ハザード
マップ，避難情報，年
齢 

防災意識，防災
行動 3-E3 

過去の災害経験が行政依存を減少させ，行政依存の
低い住民ほど防災行動を行っている 

6 細井正延，長尾正
志，広瀬幸雄，羽鳥
明満 

高潮 経験，居住環境，安全
性評価 

リスク認知，防
災行動 

3-A1-E1 
3-A2-E1 

過去の被災経験がリスク認知を強める．また，被災
経験は住民の災害に対する自衛策につながる 

7 

及川康，片田敏孝 洪水 
経験，ハザードマッ
プ，災害伝承，被災規
模 

リスク認知，防
災意識 5-A1-E1 

過去の被災経験が大規模であるとリスク認知や防災
意識が高まり，早期避難が見込める．しかし，被災
経験があっても被害が少ない場合やない場合はリス
ク認知や防災意識は低い 

8 児玉真，片田敏孝，
桑沢敏行，清水晃，
和田光広，小林賢也 

高潮 ハザードマップ，浸水
シュミレーション 

リスク認知，行
動意図 A2-E1 

シュミレーションの映像によって災害をイメージし
やすくなり，リスク認知につながる 

9 達川剛，財賀美希，
藤井俊久，松見吉
晴，太田隆夫 

洪水 ハザードマップ リスク認知，行
動意図 

5-A1 
3-A1 

ハザードマップ等の資料の活用により住民のリスク
認知が高まる 

10 

諫川輝之，村尾修 津波 

何例，性別，家族人
員，居住年数，ハザー
ドマップ，ワークショ
ップ，知識（過去災
害），標高，海岸から
の距離 

リスク認知 5-E3 
C5-E3 

過去発生した元禄地震津波の知識の有無がリスク認
知に影響しない.ハザードマップへの接触やワークシ
ョップ，自主防災活動への参加がリスク認知に影響 

11 
内閣府   

コスト（心理的・金銭
的），知識，防災効果
への不信，個人能力 

リスク認知，避
難行動 3-A1-E2 

高いリスク認知を持つが実践的知識や知識を有して
いても実践することが難しい時に意識と行動とのギ
ャップが生じる 

12 

山田忠，柄谷友香 洪水 
年齢，性別，居住年
数，被災回数，浸水の
程度，経験 

リスク認知，避
難行動 

5-E1 
3-A1-E1 
4-A1-E1 

被災経験がリスク認知を高め，リスク認知が避難行
動を促す．被災経験のある住民は行政依存しない傾
向にある． 

13 
片田敏孝，児玉真，
桑沢敏行，越村俊一 

津波 経験，信頼，年齢，性
別，災害情報 

リスク認知，避
難意図 C5-E3 

被災経験があるが，被害が出なかった場合，住民の
リスク認知は低くなる．堤防への過度な安心感も同
様にリスク認知を下げる．リスク認知が低いと避難
意識も低くなる 

14 
上市秀雄，楠見孝 地震 コスト，後悔 避難行動 A1-E2 

リスクを認知していても避難経路の確認や非常持ち
出し袋の準備を面倒だと思う住民ほど被害が出た時
に後悔せず減災行動に至らない 

15 
今本博健，石垣泰
輔，大年邦雄 

洪水 関心 リスク認知，避
難行動 A1-E1 

リスク認知が高いものの平常時の対応をしていな
い．しかし，平常時の対応がなされている住民ほど
避難を行っている 

16 

豊沢純子 地震 イメージ，社会的距
離，時間的距離 避難行動意図 

A1-E3 
A2-E3 
5-E3 

災害時，対策時の状況を具体的にイメージできると
避難行動意図が高まる 

17 藤村一美，石井京
子，坂口桃子，村川
由加里，秋原志穂 

地
震，
津波 

性別，年齢，健康状
態，同居人数，知識，
経験，災害イメージ 

防災行動意図 3-A5-E1-E2 
過去の災害を知っている，災害時の状況をイメージ
できると日常的な災害への備えを行っている 

18 
加藤史訓，諏訪義雄 津波 

災害伝承，ハザードマ
ップ，住宅形態，防災
訓練 

避難意図，避難
行動，リスク認
知 

E1-E2 
A1-E2 

避難した住民は過去の被災経験がリスク認知，避難
意図を促しているが，避難しなかった住民には影響
しない 

19 
諫川輝之，村尾修，
大野隆造 

津
波，
地震 

年齢，伝承，ハザード
マップ，イメージ，滞
在場所，知識 

避難行動 
3-A２ 
A2-E3 

A２-E3 

地震発生時，津波災害を連想できると避難行動を取
る.避難意図（9割）と実際の避難行動（4割）とはズ
レがある.地震からの津波を想像できると避難してい
る． 

20 

高尾堅司，元吉忠
寛，佐藤照子，瀬尾
佳美，池田三郎，福
囿輝旗 

洪水 経験，不安，家屋形態 防災対策 5-A2-E3 
水害危険はリスク認知に影響しない．また，リスク
認知は保険加入や非常持出袋の準備を促さない 

21 宮瀬将之，菊井稔宏 
土砂
災害 経験，伝承 避難判断 3-E1 過去の被災経験や伝承は早期避難の判断を早める 

22 
財賀美希，藤井俊
久，雁津佳英，松見
吉晴 

洪水 経験，ハザードマッ
プ，関心 防災意識 3-E1 過去の浸水経験は防災意識に影響しない 
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また，近年，西欧諸国では，個人やコミュニティが自

分自身で責任を負わなければならない場面が増えてきて

おり（Walker ら, 2010），これは日本の自助，共助，公

助と協働・連携概念と通じるものがある．すなわち，政

府への過度な信頼は，減災対策・対応の政府への依存を

生むため，個人の減災行動を阻害する要因となる．政府

の人的，経済的資源の制約から，注意報・警報発令時や

災害発生直後などは特に，政府に依存できない期間が存

在することも事実である．このため，政府は自ら災害対

策・対応の能力上の制約があることを明確にし，その点

を住民に理解する必要がある．日本においてはこの問題

を信頼の問題と捉えるのではなく，住民の行政への依存

の問題として捉える場合が多い（照本, 2000; 片田ら, 
2011）が，行政と住民の適正な役割分担とその共通認識

の形成を通じて，個人の減災行動を促す必要がある． 
 最後に，コミュニケーションについて，例えば，

Siegrist and Gutscher（2006）は，住民が（減災行動とし

て）何をすべきか知らなかったことがリスク認知を行動

のギャップを生じさせた一因であることを指摘している．

また，火山災害の文脈においても知識の欠如が個人の減

災行動を阻害する一因であることが指摘されている

（Njome, 2010; Bird, 2010）．日本においては，木下ら

（2010）が避難先を知っている住民ほど避難傾向にある

ことを示しているほか，ハザードマップを用いた減災教

育（片田ら, 1999; 達川ら, 2012）や地域の災害伝承（片田

ら, 2000）などを通じて住民に知識を付与することが，

リスク認知や防災意識の向上に寄与することを示してい

る．一方で，知識をもっていてもリスク認知や減災行動

に影響を与えない可能性も指摘されており，諫川ら

（2010）は，過去発生した地震に関する知識をもってい

たとしてもリスク認知に寄与していないことを示してい

る．また，避難勧告や避難指示の意味を理解していない

住民が少なからずいることも指摘されている（吉田ら, 
2014; 牛山, 2014）．行政／専門家は住民とのリスクコミ

ュニケーションを通じて，住民の脅威評価や対処評価に

働きかけることが出来る．信頼性の高い政府や専門家か

らの情報はリスク認知を高め，実際の行動に影響を与え

ることが示されており（Wachinger and Renn, 2010）, 対話

的なリスクコミュニケーションの有効性が指摘されてい

る（Kuhlicke, 2011）.  

表-2 減災行動における論文レビュー（2） 
No 著者 災害 説明変数 被説明変数 パス 備考 

23 片田敏孝，淺田純
作，及川康 

洪水 経験，防災教育，伝承 
防災意識，行動意
図 3-E1 

防災教育や伝承といった間接経験を持つ住民は
行動意図や防災意識の高い直接経験を持つ住民
の防災意識の状態に近づける 

24 
河田惠昭，柄谷友
香，酒井浩一，矢代
晴実，松本逸子 

津波 経験，伝承 行動意図 3-E1 
過去の津波の伝承をよく知る住民ほど防災行動
意図が高い 

25 元吉忠寛，高尾堅
司，池田三郎 

地震，
洪水 

リスク認知 行動意図 A1-E1 リスク認知が高い住民ほど行動意図も高い 

26 

木下猛，青柳泰夫，
伊藤孝司，平川了
治，伊藤誠記，安仁
屋勉，山本晶 

洪水，
土砂災
害 

経験，知識 避難行動 5-E2 
どこに避難したらいいのかを知っている住民ほ
ど避難している傾向にある．経験は影響しない 

27 斉藤徳美 
地震，
津波 

経験，訓練 
リスク認知，避難
行動 3-A1-E2 

過去の津波の経験が誤った形で伝承されてお
り，リスク認知にマイナスの影響を与えてい
る．リスク認知が高いものの避難は行われてい
ない． 

28 吉森和城，糸井川栄
一，梅本通孝 

地震 
経験，年齢，性別，家
族人員，関心，知識，
コスト認知 

防災行動 C5-E3 
金銭的及び心理的コストが発生するという認知
が防災行動を阻害している． 

29 
照本清峰，元吉忠
寛，佐藤照子，福囿
輝旗，池田三郎 

洪水 
経験，ハード依存，行
政信頼 

リスク認知 3-A1 
被災経験がある住民ほどリスク認知が高い．ハ
ード依存や行政への信頼が高い住民ほど治水整
備を過大評価する傾向がある 

30 泊尚志，屋井鉄雄，
福田大輔 

地震 行政依存 リスク認知 4-A1 
行政依存が高い住民ほど自己の危機管理意識が
低くなり，行政の被害予想を誤りを許さない． 

31 外山洋一郎，豊田政
史 

洪水 
性別，年齢，職業，居
住形態，経験，出身国 

防災意図，リスク
認知 5-4-E1 

日本人の方がリスク認知が高いものの外国人よ
りも行動意図が低く，日本人の行政依存が示唆
される． 

32 
杉本晃洋，石垣泰
輔，武藤裕則，馬場
康之，島田広昭 

地震，
津波 

伝承，避難時間 
行動意図，リスク
認知 5-A1-E1 

過去の災害の周知がリスク認知，行動意図につ
ながる 

33 坪井塑太郎，萩原清
子 

洪水 
経験，年齢，性別，居
住歴，小学生・高齢者
同居 

リスク認知 3-A1 水害経験がある住民ほどリスク認知が高い． 

34 内閣府   心理的コスト 行動意図 C5-E1 
避難することを面倒と感じると避難意図が低く
なる 

35 柿本竜治，金華永，
吉田護，藤見俊夫 

洪水，
土砂災
害 

被災経験，行政情報依
存 

避難意思 4-A-B-C-E1 
行政からの避難情報に依存する住民ほど避難が
遅れる危険性が高い． 
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３．減災行動のパラドックス 

（１） 減災行動型防護動機理論 

本研究では，防護動機理論の構成要素である脅威評価，

対処評価，非防護反応を核として，社会人口統計学的要

因，地理的・空間的要因，コミュニケーション，経験，

信頼の五つの要因を加えた枠組みにおいて，既往研究の

整理を行う．その枠組みは図-１に示す通りである．本

稿では，この枠組みに沿って，既往研究を位置付けてい

る．レビューの結果は表-1, 2にまとめている．なお，社

会経済的な文脈を統一するため，本稿では国内の地域を

対象にした研究のみを取り上げている． 
 

（２）減災行動のパラドックス 

以下では，行動意図や実際の行動を促す要因を探るため，

その示唆について記載のあった論文に絞って，レビュー

結果の概要を示す． 

 諫川ら（2010, 2013）は東日本大震災前後で千葉県御

宿町にアンケート調査を実施しており，震災前の意識調

査では約 9割の住民が地震・津波が発生した際は避難す

ると避難意図を示したが，震災時に実際に避難行動を取

った住民は 4 割に満たなかった．片田ら（2001）は住民

の行政依存に着目し行ったアンケート調査の中で非常持

出袋等の用意は住民個々で行うべきであると回答してい

るものの，実際に用意している住民は少ないことを明ら

かにしている．これらの結果から減災行動における行動

意図と実際の行動には乖離があることが示唆される． 

また，リスク認知と行動意図及び実際の行動について，

元吉ら(2007)は，リスク認知が高いと行動意図も高いこ

とを示している．一方で，高尾らはリスク認知と保険加

入や非常持ち出し袋の準備との因果関係を認めてはいな

い． また，上市ら（2010）もリスク認知していても，

避難経路の確認や非常持ち出し品の準備などに結びつい

ていないことを示している．このように災害リスク認知

と行動意図，災害リスク認知と行動意図の間にも乖離が

あるという結果が示唆される．また，経験について，個

人が被災経験や避難経験を有している場合，その経験則

により，災害リスク認知が高まり，災害に対する自衛策

を講じることや避難行動に結びつくことが多くの調査研

究で報告されている（諫川ら, 2013）．また，直接的被

災経験がなかったとしても地域住民間の伝承（片田ら, 
2000）  や防災教育（片田, 1999; 児玉ら, 2013）などによ

って直接経験と同等の結果をもたらすことも報告されて

いる．しかし，被災経験が避難行動を促さない場合もあ

る．及川ら（1999）は被災したとしても被害が小さかっ

た場合は，その経験に基づき，その後発生し得る事象を

軽視する傾向にあり，脅威評価が低下し行動意図が高ま

らないことを実証している．こうした一連の示唆は，欧

州圏の地域を対象にした調査・研究と整合的な結果であ

る(Gisela ら, 2013)． 減災に対する関心が高くても減災

行動に対する住民の負担感が高い場合，実際の行動につ

ながらないことは防災白書内でも報告されている． 吉

森ら（2011），上市ら（2010）の研究では，減災行動に

伴うコスト（心理的コスト含む）が減災行動の阻害要因

であることが指摘されている通り，リスク認知（脅威評

価）とあわせて対処評価を考慮することが災害リスク認

知と減災行動のパラドックスを解消するための第一の諸

方策といえよう． 
なお，こうした一連の結果は，Gisela W ら（2013）が

実施した欧州圏の地区を対象にした文献レビューと整合

的である点は申し添えておきたい．すなわち，防護動機

理論の枠組みは，減災行動に伴うパラドックスを説明す

る有効な分析枠組みの一つと考えられる．ただし，社会

統計学的要因，地理的・空間的要因，経験，信頼，コミ

ュニケーション等の要因が減災行動に及ぼす影響につい

ては，社会的、地域的な文脈に依存する要因であるかも

含めて，今回は検討していない．リスク認知と行動の乖

離を埋める要因，行動意図と実際の行動の乖離を埋める

要因を検討していく必要があるが，今後の課題としたい．  
  

４．おわりに 
本稿では，防護動機理論に基づいて，個人の減災行動

を説明するための基本的な枠組みを構築し，既往研究の

位置づけを行った．結果として，行動意図と実際の行動

には乖離があり，また，リスク認知と減災行動意図及び

実際の行動の間にも乖離があることが示唆された．行動

意図と実際の行動の乖離を埋める要因を探ることは今後

の大きな課題であるが，リスク認知と行動意図及び実際

の行動との乖離の要因については，防護動機理論の対処

評価の部分を検討することにより，その乖離を埋められ

る可能性がある． 
 なお，Rogers (1983)は，対処評価が高い場合に脅威評

価を高めれば，対処行動意図は高まるが，対処評価が低

い場合に脅威評価を高めても対処行動意図を削ぐ場合も

あるとしている．個人の減災行動の文脈において，これ

らの関係性を分析した事例は，筆者らの知る限り，存在

しないが，この点については自助促進策を講じる場合に

は重要である．すなわち，ハザードマップ提供等を通じ

て個人のリスク認知（脅威評価）を高めても，対処評価

が低ければ，個人の減災行動意図にはつながらない，最

悪の場合は削ぐ可能性があることを示唆する．こうした

減災行動の文脈における脅威評価と対処評価の関係性に

ついては，今後の課題である． 
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